
 

別添３ 

接続料と利用者料金の関係に関する確認の結果 

１．目的 

本資料では、第一種指定電気通信設備接続料規則（平成 12年郵政省令第 64号）第 14条

の２の規定を踏まえ、東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」という。）及び西日

本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。）（以下「ＮＴＴ東日本」及び「ＮＴ

Ｔ西日本」を「ＮＴＴ東日本・西日本」という。）から申請のあった接続料の水準が、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本の提供する電気通信役務（卸電気通信役務を除く。）に関する料金（以下

「利用者料金」という。）の水準との関係により、第一種指定電気通信設備とその電気通信

設備を接続する電気通信事業者との間に価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとな

らないかについて確認した結果を示す。 

２．結果 

ＮＴＴ東日本・西日本において、「固定通信分野における接続料と利用者料金の関係の検

証に関する指針」（平成 30年２月 26日策定。令和４年 11月 28日最終改定。）に従い、接

続料と利用者料金の関係の検証を行った結果については、別紙１から別紙４までのとおり。

両社の全て※１の検証対象サービスについて、利用者料金収入と接続料総額の差分が営業費

相当基準額（利用者料金収入の 20％）を上回ったため、価格圧搾による不当な競争を引き

起こすものとは認められなかった※２。 

※１ 検証対象サービスのうち、「ビジネスイーサワイド」については、今回認可申請の

あった接続約款の変更において、関係する接続料の改定がなかったため、検証の対象

外である。

※２ 検証対象サービスのうち、「その他総務省が決定するサービスメニュー」について

は、利用者料金収入が接続料総額を上回ったため、価格圧搾による不当な競争を引き

起こすものとは認められなかった。
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